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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第180期 第181期 第182期 第183期 第184期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 10,768 9,114 7,473 6,477 6,425

経常損失(△) (百万円) △1,517 △2,149 △1,832 △1,519 △424

当期純損失(△) (百万円) △1,360 △1,528 △1,936 △1,157 △1,601

包括利益 (百万円) ― ― ― ― △1,883

純資産額 (百万円) 18,229 16,349 13,520 12,382 10,495

総資産額 (百万円) 31,610 26,580 19,318 17,255 14,712

１株当たり純資産額 (円) 600.65 538.29 443.66 406.34 342.92

１株当たり
当期純損失金額(△)

(円) △45.69 △51.38 △65.14 △38.94 △53.90

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.5 60.2 68.3 70.0 69.2

自己資本利益率 (％) △7.5 △9.0 △13.3 △9.2 △14.4

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △521 △1,263 △808 213 △425

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,650 7,487 1,455 △923 30

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,516 △2,698 △3,283 △1,004 △753

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 8,419 11,753 9,098 7,013 5,674

従業員数
〔外、平均臨時雇用
人員〕

(人)
361

〔6〕

369

〔9〕

308

〔10〕

265

〔8〕

223

〔6〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の欄は、平成19年12月期、平成20年12月期、平成21年12月期、平成22

年12月期及び平成23年12月期については１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第180期 第181期 第182期 第183期 第184期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 659 457 421 413 404

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 97 △436 △165 △248 △106

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 961 △826 △2,055 △634 △617

資本金 (百万円) 1,635 1,635 1,635 1,635 1,635

発行済株式総数 (千株) 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

純資産額 (百万円) 19,488 18,371 15,596 14,985 14,218

総資産額 (百万円) 28,777 24,920 18,648 17,092 15,915

１株当たり純資産額 (円) 654.64 617.32 524.31 504.02 478.30

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間
配当額)

(円)
5.00

(―)

3.00

(―)

0.00

(―)

0.00

(―)

0.00

(―)

１株当たり当期純利
益金額又は当期純損
失金額(△)

(円) 32.29 △27.78 △69.10 △21.33 △20.77

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 67.7 73.7 83.6 87.7 89.3

自己資本利益率 (％) 5.0 △4.4 △12.1 △4.1 △4.2

株価収益率 (倍) 6.4 ― ― ― ―

配当性向 (％) 15.5 ― ― ― ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用
人員〕

(人)
11

〔―〕

12

〔1〕

11

〔1〕

10

〔1〕

11

〔0〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の欄は、平成19年12月期については潜在株式がなく、平成20年12月

期、平成21年12月期、平成22年12月期及び平成23年12月期については１株当たり当期純損失であるため記載し

ておりません。
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２ 【沿革】

明治18年８月淡路焼の陶祖賀集珉平が創始した淡路焼を継承して、資本金１万円をもって現在の本

店所在地に合資組織による淡陶社を設立

明治26年７月商法実施により株式会社に組織を改め淡陶株式会社に改称

明治34年３月内装タイルの製造開始

明治39年７月大阪市に大阪支店を開設

大正７年10月兵庫県三原郡(現 南あわじ市)に福良工場(平成15年12月閉鎖)完成

大正12年２月東京都中央区に東京支店(現 ダントー㈱本店)を開設

昭和24年５月大阪証券取引所市場第一部に株式を上場

昭和37年８月栃木県河内郡(現 宇都宮市)に宇都宮工場(現 ダントープロダクツ㈱宇都宮事業所)

完成(平成23年４月閉鎖)

昭和37年12月十和建材㈱(現 西日本ダントー㈱ 連結子会社)へ出資

昭和41年７月東京証券取引所市場第一部に株式を上場

昭和41年９月広島県芦品郡(現 福山市)に福山工場完成

昭和42年８月外装及び床タイルの製造開始

昭和43年６月大阪市に大阪本部(現 本社)を開設

昭和44年２月宇都宮タイル販売㈱(現 東日本ダントー㈱ 連結子会社)を設立

昭和46年２月名陶タイル販売㈱(現 東海ダントー㈱ 連結子会社)を設立

昭和48年５月接着剤の製造開始

昭和53年５月岐阜県多治見市に多治見物流センター(現 ダントー㈱総合商品センター)を開設

昭和60年４月社名をダントー株式会社に改称

平成９年12月淡路福良工場(平成15年12月閉鎖)の内装タイル製造設備一新

平成10年12月福山工場の内装タイル生産中止

平成11年４月東京・新宿にタイル＆リビングミュージアム「Ｄ
＋ 
dee plus」Tokyo Shopを開設(平

成22年10月閉鎖)

平成11年４月宇都宮工場に「環境共生」をテーマに「Ｄ hall」(環境・エネルギー優良建築物認

定)を建設(平成23年４月閉鎖)

平成11年12月宇都宮工場ISO14001認証取得

平成12年１月淡路島工場(現 ダントープロダクツ㈱淡路島事業所)ISO9002認証取得

平成12年６月大阪・梅田にタイル＆リビングミュージアム「Ｄ
＋ 
dee plus」Osaka Shopを開設(平

成24年２月閉鎖)

平成12年６月大阪本部及び大阪営業所を大阪市北区梅田に移転

平成13年10月「Ｄ
＋ 
dee plus」ブランド品の販売ネットワークシステム構築

平成15年12月淡路島工場(福良)を閉鎖し、内装タイルは宇都宮工場、外装及び床タイルは淡路島工

場(阿万)に集約再構築

平成16年１月淡路島工場ISO14001認証取得

平成17年１月兵庫県三原郡４町の合併に伴い、本店所在地が兵庫県南あわじ市に表示変更

平成17年８月社長直轄の「改革推進プロジェクト」発足

平成17年12月ダントープロダクツ㈱(連結子会社)を設立

平成17年12月ダントーキャピタル㈱(連結子会社)を設立

平成18年７月会社分割による持株会社制への移行

平成18年７月社名をダントーホールディングス株式会社に改称

平成18年７月ダントー㈱(連結子会社)を設立

平成18年７月㈱カワオカタイル(連結子会社)株式取得

平成18年12月ダントープロダクツ㈱宇都宮事業所ISO9001認証取得

平成22年10月㈱カワオカタイル(連結子会社)株式売却

平成23年４月東日本大震災によりダントープロダクツ㈱宇都宮工場閉鎖
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社、子会社６社及び持分法適用会社２社により構成)の事業内容は、主として建設用陶磁

器とその関連製品の製造・販売・施工であり、次に投資運用事業となります。その他工場用地の一部の有効

利用を目的に不動産賃貸業も営んでおります。

当社及び当社の関係会社の事業における当社及び当社の関係会社の位置付けは次のとおりであります。

タイル関連事業「建設用陶磁器等事業」…陶磁器等の製造、陶磁器及び建築材料の販売並びに工事

　（主な関係会社）ダントー㈱、ダントープロダクツ㈱、東日本ダントー㈱、東海ダントー㈱、

　　　　　　　　　西日本ダントー㈱及び群馬タイル販売㈱

投資運用事業…………………………………余資運用

　（主な関係会社）ダントーキャピタル㈱

不動産賃貸業「不動産賃貸業事業」………遊休工場用地等の賃貸

　（主な関係会社）当社

　
事業の系統図は次のとおりであります。

　

※１　連結対象子会社

※２　関連会社で持分法適用会社

なお、平成24年３月22日付で株式を100%取得し、連結子会社となりました。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

ダントー㈱
東京都
中央区

90
陶磁器等の販売及び
工事

100.0

当社との間で経営指導等に関する
契約を締結しております。
当社所有の建物・ソフトウェアを
賃借しております。
役員の兼任…２名

ダントープロダクツ㈱
栃木県
宇都宮市

100
陶磁器等の製造及び
販売

100.0

当社との間で経営指導等に関する
契約を締結しております。
当社所有の土地・建物・ソフト
ウェアを賃借しております。
ダントー㈱製品の製造をしており
ます。
役員の兼任…２名

ダントーキャピタル㈱
大阪市
北区

30投資運用 100.0

当社所有のソフトウェアを賃借し
ております。
ダントー㈱及びダントープロダク
ツ㈱に対し貸付による資金援助を
行っております。
役員の兼任…３名

東日本ダントー㈱
栃木県
宇都宮市

30
陶磁器及び建築材料
の販売並びに工事

100.0
(100.0)

ダントー㈱製品の販売店。
当社所有の土地を賃借しておりま
す。
役員の兼任…２名

東海ダントー㈱
名古屋市
東区

30
陶磁器及び建築材料
の販売並びに工事

100.0
(100.0)

ダントー㈱製品の販売店。
役員の兼任…２名

西日本ダントー㈱
福岡県
大野城市

90
陶磁器及び建築材料
の販売並びに工事

68.6
(68.6)

ダントー㈱製品の販売店。
役員の兼任…２名

(注) １　上記会社は、いずれも特定子会社に該当しません。

２　上記会社は、いずれも有価証券届出書又は有価証券報告書の提出会社ではありません。

３　議決権の所有(又は被所有)割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

４　ダントー㈱については債務超過会社であります。なお、債務超過の金額は、平成23年12月末時点で1,678百万円

であります。

５　ダントープロダクツ㈱については債務超過会社であります。なお、債務超過の金額は、平成23年12月末時点で

1,644百万円であります。

６　ダントー㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 3,890百万円

　 (2) 経常損失 162百万円

　 (3) 当期純損失 368百万円

　 (4) 純資産額 △1,678百万円

　 (5) 総資産額 2,317百万円

７　西日本ダントー㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 1,316百万円

　 (2) 経常利益 18百万円

　 (3) 当期純利益 10百万円

　 (4) 純資産額 984百万円

　 (5) 総資産額 1,288百万円
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８　東日本ダントー㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 719百万円

　 (2) 経常利益 4百万円

　 (3) 当期純損失 0百万円

　 (4) 純資産額 271百万円

　 (5) 総資産額 377百万円

９　上記子会社のうち、ダントー株式会社、ダントープロダクツ株式会社、東日本ダントー株式会社及び東海ダン

トー株式会社について、自立した法人として責任を明確にし、各事業の特性を活かして新しい成長戦略を策定

・実行することで、グループ全体としての企業価値を向上させることを目的とし、平成24年４月１日付で、

「生産・企画・調達部門」である株式会社Danto（仮称）と「営業部門」である株式会社Danto Tile（仮

称）の２つに再編する予定であります。

　

(2) 持分法適用の関連会社

　

名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

群馬タイル販売㈱
群馬県
高崎市

20
陶磁器及び建築材料
の販売並びに工事

30.0
(30.0)

ダントー㈱製品の販売店。
役員の兼任…２名

Fujiyama１号匿名組
合

東京都
港区

2,703投資運用業
37.0
(37.0)

ダントーキャピタル㈱の匿名組合
出資金額

1,000百万円

(注) １　上記会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書の提出会社ではありません。

２　議決権の所有(又は被所有)割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

３　群馬タイル販売株式会社の株式を平成24年３月22日付で100%取得し、連結子会社となりました。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

建設用陶磁器等事業
内装・外装・床・モザイクタイル・
関連製品(タイル施工用材料等)

223〔6〕

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３　不動産賃貸業事業に従事する従業員はおりません。

４　従業員が当連結会計年度末までの１年間において42人減少しておりますが、その主な理由は、東日本大震災に

よるダントープロダクツ株式会社の宇都宮工場を閉鎖したことによるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年12月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

11〔0〕 45.9 15.0 4,266,147

　

セグメントの名称 従業員数(人)

建設用陶磁器等事業
内装・外装・床・モザイクタイル・
関連製品(タイル施工用材料等)

11〔0〕

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は、日本労働組合総連合会傘下のセラミックス産業労働組合連合会に所属し、

組合員数は110名であります。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災による影響及び欧州債務危機の深刻化などに起

因する継続的な円高等により依然として先行き不透明な状況が続いて参りました。

建材業界におきましては、新設住宅着工戸数は緩やかながら回復基調にあり、また、震災後の現場での

遅れも徐々に回復の兆しを見せ、震災直後の経済環境の悪化は下げ止まり感があるものの、引き続き厳し

い状況で推移いたしました。

このような状況下、当社グループは、震災の影響により、連結子会社ダントープロダクツ株式会社の宇

都宮工場において、建屋及び生産設備に多大な被害が発生し、また、中長期的な電力需給の逼迫が見込ま

れる中で、安定的な生産を継続することを断念せざるを得ないとの結論に至り閉鎖いたしました。

当該工場の閉鎖により一部製品の供給が途絶え、加えて、震災の影響に伴う市場環境を勘案し約６億円

の売上高の減少を見込みましたが、代替品の調達により欠品を回避するとともに、予てからの営業指定力

の強化に向けた取り組みが結実したことにより当初予想を上回りました。また、利益面につきましても、

営業体制の強化と徹底したコスト管理を通じた収益改善効果により前連結会計年度と比して大幅に改善

することができました。

投資運用につきましては、金融不安が続く中、慎重に運用し１億円の運用収益を計上いたしましたが、

慢性的な円高に伴い１億９千万円の為替差損を計上いたしました。

また、宇都宮工場閉鎖に関連する損失額６億６千２百万円及び損失見積額４億４千９百万円を特別損

失に計上いたしました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は64億２千５百万円（前年同期64億７千７百万円）、営

業損失３億４千３百万円（前年同期11億９千万円）、経常損失４億２千４百万円（前年同期15億１千９

百万円）、当期純損失16億１百万円（前年同期11億５千７百万円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

イ．建設用陶磁器等事業

当連結会計年度において建設用陶磁器等事業の売上高は62億８千８百万円（前年同期63億６千５百

万円）、営業損失は４億５千４百万円（前年同期12億７千８百万円）となりました。

ロ．不動産賃貸事業

当連結会計年度において不動産賃貸事業の売上高は２億３千８百万円（前年同期２億４千５百万

円）、営業利益は１億１千１百万円（前年同期９千万円）となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損失15

億８千３百万円にたな卸資産の減少額４億６千万円及び災害損失引当金の増加額４億４千９百万円等が

加算されるものの、短期借入金の減少額７億５千万円及び預り保証金の減少額１億２千２百万円等があ

り、前連結会計年度末に比べて13億３千８百万円減少し、56億７千４百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は、４億２千５百万円（前年同期２億１千３百万

円の増加）となりました。これは、主に、税金等調整前当期純損失15億８千３百万円にたな卸資産の減少

額４億６千万円及び災害損失引当金の増加額４億４千９百万円等が加算されるものの、預り保証金の減

少額１億２千２百万円及び退職給付引当金の減少額１億１千７百万円等が減算されたことによるもので

あります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動による資金の増加は、３千万円（前年同期９億２千３百万円の減

少）となりました。これは、金融取引証拠金の増加による支出１億円等がありましたが、金融取引証拠金

の減少による収入１億円及びデリバティブ取引による収入６千５百万円があったこと等によるものであ

ります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、７億５千３百万円（前年同期10億４百万円の

減少）となりました。これは、短期借入金の減少額７億５千万円があったこと等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

①　生産実績

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

建設用陶磁器等事業
内装・外装・床・モザイクタイル・
関連製品(タイル施工用材料等)

4,546 5.4

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記の金額には、外注製品受入高(3,428百万円)を含めております。

４　「３　設備の状況　(2)主要な設備の状況に記載のとおり、連結子会社ダントープロダクツ株式会社宇都宮工場

閉鎖に伴い、当連結会計年度以降の生産能力は、約３％減少する見込であります。

　

②　仕入実績(外注製品受入高を除く)

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

建設用陶磁器等事業
内装・外装・床・モザイクタイル・
関連製品(タイル施工用材料等)

1,631 △11.1

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

受注生産品は、僅少であるため記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

建設用陶磁器等事業
内装・外装・床・モザイクタイル・
関連製品(タイル施工用材料等)

6,288 △1.2

不動産賃貸事業 136 21.3

計

　 国内 6,403 △0.7

　 輸出 22 △27.5

　 計 6,425 △0.8

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、厳しい為替環境の下、雇用情勢の悪化や個人消費の冷え込みが企業の経済

活動全般を圧迫し、マクロ経済情勢は、より一層不透明な状況で推移するものと予想されます。

このような経済環境の中、当社グループは、数年間継続した合理化を経て、財務体質の改善と安定した経

営基盤を確立しつつあります。このような基盤の下で、営業体制の強化と商品ラインナップの見直しも含め

た販売力の向上に取り組むとともに、新規市場の開拓も視野に入れることにより、更なる収益の改善に努め

て参ります。

なお、当社グループは、このような環境下、平成24年４月１日付けで、自立した法人として責任を明確に

し、各事業の特性を活かして新しい成長戦略を策定・実行することを目的とし、また、グループ組織体制の

スリム化を図るために連結子会社の組織再編を行うことといたしました。

これによりグループ全体として企業価値を向上させるとともに、営業体制の抜本的な見直しを行い、収益

改善を実現させ、安定した営業黒字体質の構築に取り組んで参ります。

　

　＜株式会社の支配に関する基本方針＞

　(1) 基本方針の内容の概要

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重

し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の

利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的に

は株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることが

できない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、

当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をさ

れるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様の

ために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えており

ます。

　
　(2) 取組みの具体的な内容の概要

①　基本方針の実現に資する特別な取組み

イ　企業価値向上への取組み

当社は明治18年に淡路島で創業した「淡陶社」をルーツとしております。淡路島では19世紀初頭

の文政年間に賀集珉平翁が珉平焼を始め、当時の藩主蜂須賀公のお手釜として花器・茶器をつくり

淡路焼として名声を博しておりました。淡陶社はこの流れを汲み、創業当初より、珉平焼を継承した

食器・花器・玩具等の製造販売を行っておりました。

当社はこのような歴史を背景に、わが国で最も歴史のあるタイルメーカーとして、主に建築物に利

用するタイルの製造に取り組んで参りました。更に、近年では、単なるタイル製造業の枠を超え、タイ

ルを構成要素とする各種空間提案を通じて、より豊かな生活を実現するソリューション型のメー

カーを志向しております。
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当社は、わが国最古のタイル製造技術に基づいて、現代的な生活環境にも適応する建築材料として

のタイルを生産・供給しております。当社の企業価値はこのような技術力と提案力により確保、向上

されるべきであり、また、これを支える顧客、取引先、従業員等の一体性こそが、当社の企業価値の源

泉であると考えております。

当社は、このような経営姿勢を「Life with Tile」というメッセージに込め、すべてのステークホ

ルダーの利益を追求し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図ってまいります。

ロ　コーポレート・ガバナンスについて

当社は、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組むことにより、企業経営における透明性、健全

性、効率性を追求し、すべてのステークホルダーの利益の確保を目指しております。そのために内部

統制機能の充実を重要な経営課題と位置付け、これらを推進しております。

当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するために取締役の任期を１年とし

ております。また、当社は、監査役制度を採用しており、監査役は、取締役会などの重要な会議への出

席のほか、各事業所やグループ会社の監査を行うことにより、取締役の業務執行の適法性、妥当性に

ついて確認、検討を行っております。

②　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

当社は、平成24年２月14日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

・向上させることを目的として、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（事前警告型買収防衛

策）（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議し、平成24年３月29日開催の当社第184回定時株

主総会にて株主の皆様のご承認をいただきました。

当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するために取締役の任期を１年として

おります。また、当社は、監査役制度を採用しており、監査役は、取締役会などの重要な会議への出席の

ほか、各事業所やグループ会社の監査を行うことにより、取締役の業務執行の適法性、妥当性について

確認、検討を行っております。

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、上記記

載の基本方針に沿うものであり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルール

を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行

為を行おうとする者との交渉の機会を確保することを目的としています。

本プランは、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するととも

に、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発

生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資さない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うもの

であります。なお、対抗措置には既存の株主に対する新株予約権の無償割当等の措置を含んでおりま

す。

また、本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会の

判断及び対応の客観性、合理性を確保するための機関として独立委員会を設置し、発動の是非について

当社取締役への勧告を行う仕組みとしています。独立委員会は、独立委員会規程に従い、当社社外取締

役、当社社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若し

くは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構

成されるものといたします。
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　(3) 取組みの具体的な内容に対する当社取締役会の判断及びその理由

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向

上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究

会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏ま

えております。

①　企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則

本プランは、当社株式等に対する大規模買付け等がなされた際に、当該大規模買付け等に応じるべき

か否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間

を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値

・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものであります。

②　事前開示・株主意思の原則

当社は、取締役会において決議された本プランを本定時株主総会で決議予定であることを併せて当

社取締役会で決議しております。また、本プランの有効期限は本定時株主総会終結時までであり、本定

時株主総会においてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止

の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまし

て、本プランの導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっております。

③　必要性・相当性確保の原則

イ　独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底

当社は、本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断

を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として独立委員会を設

置し、当社取締役会は、対抗措置の発動又は不発動の決議に際して独立委員会の勧告を最大限尊重い

たします。

また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示を行うことと

し、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保

しております。

ロ　合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

ハ　デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止する

ことができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の

構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の

交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもあ

りません。
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４ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　

①　経済環境によるリスクについて

当社グループの事業内容は、主として建設用陶磁器とその関連製品の製造・販売・施工であります。

このため、住宅着工戸数の減少、厳しい価格競争の激化及び個人消費の動向の変化等により当社グルー

プの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

②　原材料等の価格変動によるリスクについて

当社グループの製造過程において使用されるエネルギー、重金属など原材料の価格変動について、急

激に高騰した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

③　製造物責任について

当社グループは、製品の品質については、滑り抵抗など社内基準、ＩＳＯ品質マネジメントシステム

を登録・活用して製造しております。製造物責任賠償保険に加入しておりますが、万一、製品事故の発

生及び品質の問題が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

④　在庫リスクについて

当社グループは、多品種(色数×形状)の製品を取扱うため、品目ごとに標準在庫を設定し運営してお

ります。販売予測と実際の乖離が生じ滞留在庫が多量に発生した場合、当社グループの経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

　

⑤　為替相場によるリスクについて

当社グループは、外貨建資産、為替先物(先渡)取引及び為替オプション取引を行っております。急激

な為替相場の変動が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

当社グループは、営業損失及び営業活動によるキャッシュ・フローの減少を計上しております。

当該状況を解消すべく、営業体制の強化と徹底したコスト管理を通じた収益改善を実施し、着実に改善

の方向に向かいつつあります。今後、更なる収益の改善施策に取り組み、早期に赤字体質からの脱却を図

る所存であります。

なお、資金面に関しては、急激な市場環境等の変化による資金需要に耐え得る流動性の高い資産を有し

ております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度における当社グループの研究開発活動は、全て建設用陶磁器等事業に係るものであり、ダ

ントー株式会社の商品開発方針及びダントープロダクツ株式会社の研究開発方針に基づいて行われ、マー

ケティング部、淡路島事業所、技術研究所が連携して研究開発活動を推進しております。その内容といたし

ましては、主に新商品の研究開発及び施工法等の新技術開発を行っております。

当連結会計年度の研究開発活動といたしましては、高付加価値商品の開発を中心課題として取組み、新し

い装飾技法を開発しその技術を市場の拡大している外装壁タイルに適用し、意匠性を高めたボーダータイ

ルの新製品開発を進めております。 

また、タイル床暖房乾式工法用システム「ダンフロアーほっと」、タイル床乾式工法システム「ダンフロ

アー」推奨の目地材タフメジの施工性を改良した目地材の開発を行っております。

一方、環境配慮型新製品として、蛍光灯など光の反射率を高め室内の照明器具の台数を減らすことにより

消費電力を削減できる内装床の新製品「高反射白色タイル」の開発が終了し、製造ラインにおける試験を

進めております。

なお、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は５千１百万円であります。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 提出会社の代表者による財政状態及び経営成績に関する分析・検討内容

①　財政状態の分析

当連結会計年度末において総資産は、現金及び預金13億３千２百万円、たな卸資産４億６千万円及び

投資有価証券が時価の減少等により４億２千６百万円減少したこと等に伴い、前連結会計年度末に比

べ25億４千２百万円の減少となりました。

負債につきましては、ダントープロダクツ株式会社の宇都宮工場閉鎖に伴う損失見積額４億４千９

百万円を災害損失引当金として繰入しましたが、一方、短期借入金７億５千万円及び預り保証金１億２

千２百万円減少したことにより、６億５千５百万円の減少となりました。

純資産は、利益剰余金が16億１百万円及びその他有価証券評価差額金が２億８千５百万円減少した

結果、18億８千６百万円の減少となりました。
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②　経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は、新設住宅着工戸数は緩やかながら回復基調にあり、また、震災の現場で

の遅れも徐々に回復の兆しを見せ、震災直後の経済環境の悪化は下げ止まり感があるものの、引き続き

厳しい市場環境が続きました。また、震災の影響により、連結子会社ダントープロダクツ株式会社の宇

都宮工場により、一部製品の供給が途絶え、加えて、震災の影響に伴う市場環境を勘案し約６億円の売

上高の減少を見込みましたが、代替品の調達により欠品を回避するとともに、予てからの営業指定力の

強化に向けた取り組みが結実したことにより当初の予想を上回り、64億２千５百万円（前年同期比

0.8％減）となりました。

営業損失は、予てより実施している営業体制の強化と徹底したコスト管理を通じた収益改善効果に

より、前連結会計年度と比して大幅に改善することができました。その結果、３億４千３百万円となり、

前年同期実績より８億４千７百万円改善いたしました。

経常損失につきましては、昨今の金融不安の中、慎重に運用を行い１億円の受取利息を計上いたしま

したが、慢性的な円高に伴い１億９千万円の為替差損を計上したことにより４億２千４百万円となり

ました。

また、当期純損失は、宇都宮工場閉鎖に関連する損失額６億６千２百万円及び損失見積額４億４千９

百万円を特別損失に計上した結果、16億１百万円となりました。

　

③　キャッシュ・フローの状況の分析

「第一部　企業情報　第２　事業の状況　１ 業績等の概要　(2）キャッシュ・フロー」に記載のとおり

であります。

　

(2) 事業のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討及び当該重要事象等を解消し、又は改善す

るための対応策

当社グループは、営業損失及び営業活動によるキャッシュ・フローの減少を計上しております。

当該状況を解消すべく、営業体制の強化と徹底したコスト管理を通じた収益改善を実施し、着実に改善

の方向に向かいつつあります。今後、更なる収益の改善施策に取り組み、早期に赤字体質からの脱却を図

る所存であります。

なお、資金面に関しては、急激な市場環境等の変化による資金需要に耐え得る流動性の高い資産を有し

ております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度において実施した設備投資額は２千３百万円であり、そのうち完成した

主なものは、販売設備の取得であります。

なお、所要資金については全額自己資金で賄いました。

当社グループにおけるセグメントごとの設備投資については次のとおりであります。

　

建設用陶磁器等事業

当連結会計年度の主な設備投資は、販売設備の取得に対し総額２千３百万円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当連結会計年度において、主要な設備に重要な異動はありませんが、平成23年３月11日に発生した東日本

大震災の被災により閉鎖した連結子会社ダントープロダクツ株式会社宇都宮工場の休止対象となった建物

及び構築物は435百万円であり、除却対象となった機械装置及び運搬具は93百万円であります。

　

(1) 提出会社

平成23年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本店
(兵庫県南あわじ市)

― 統括設備 0 ―
2
(2)

― 2 ―

本社
(大阪市北区 他)

― 統括設備 23 1
7
(0)

25 57
11

〔0〕

賃貸用設備
(東京都中央区)

建設用陶磁器
等事業

販売設備 25 ―
―
[0]

0 25 ―

賃貸用設備
(岐阜県多治見市)

建設用陶磁器
等事業

販売設備 60 ―
136
(5)
[5]

― 197 ―

賃貸用設備
(兵庫県南あわじ市)

建設用陶磁器
等事業

外装・床タイル
製造設備

359 4
28
(69)

0 392 ―

賃貸用設備
(栃木県宇都宮市)

建設用陶磁器
等事業

内装・床・大型
タイル
製造設備

543 0
43

(103)
― 588 ―

賃貸用設備(注)５
(栃木県宇都宮市 他)

不動産賃貸事業 賃貸設備 27 ―
24
(36)

― 52 ―
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(2) 国内子会社

平成23年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ダントー㈱

本社及び９
支店
(東京都
中央区)

建設用陶磁器等 販売設備 32 0
―
[0]

8 41
74

〔6〕

ダントープロダクツ㈱

本社及び２
事業所
(栃木県
宇都宮市)

建設用陶磁器等

内装・外装
・床・大型
タイル
製造設備

18 178 ― 5 202 58

東日本ダントー㈱

本社及び関
東地区３支
店
(栃木県
宇都宮市)

建設用陶磁器等 販売設備 23 ― ― 0 24 19

東海ダントー㈱

本社及び東
海地区２営
業所
(名古屋市
東区)

建設用陶磁器等 販売設備 60 0
32
(0)

0 32 9

西日本ダントー㈱

本社及び九
州地区３支
店
(福岡県
大野城市)

建設用陶磁器等 販売設備 102 9
20
(4)
[0]

3 135
31

〔2〕

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等

は含まれておりません。

２　土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は115百万円であります。賃借している土地の面積につい

ては、[　]で外書しております。

３　現在休止中の設備として717百万円含まれております。

４　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

５　連結会社以外への賃貸設備であります。

６　建物については、災害損失引当金として435百万円を繰入しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

(注)  平成24年３月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より

80,000,000株増加し、120,000,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,000,000 30,000,000

　東京証券取引所
　 (市場第一部)
　大阪証券取引所
　 (市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 30,000,000 30,000,000― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

(千株) (千株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成８年１月１日 5,000 30,000 372 1,635 ― ―

(注)　株主割当　　１：0.2　　4,890,765株

　　　　　　発行価格　　　　　50円

　　　　　　資本組入額　　　　50円

失権株・端株公募　　　　 109,235株

　　　　　　発行価格　　　 1,174円

　　　　　　資本組入額　　 1,174円
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(6) 【所有者別状況】

平成23年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 22 41 95 26 4 5,8886,076 ―

所有株式数
(単元)

― 2,496 945 2,278 499 21 23,22429,463537,000

所有株式数
の割合(％)

― 8.48 3.21 7.73 1.69 0.07 78.82100.00 ―

(注)　自己株式273,745株は、「個人その他」に273単元、「単元未満株式の状況」に745株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

加　藤　友　彦 大阪府箕面市 2,300 7.67

ダントー共和会 大阪市北区梅田三丁目３番10号 1,499 5.00

ステラブルー株式会社 兵庫県洲本市栄町一丁目２番９号 770 2.57

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 442 1.47

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 412 1.37

ケイアイ株式会社 東京都千代田区飯田橋三丁目11番14号 361 1.20

福　中　善　弘 大阪市東淀川区 275 0.92

松　下　　　豊 大阪市平野区 270 0.90

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口
６）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 222 0.74

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口
３）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 209 0.70

計 ― 6,760 22.54

(注) １　当社は自己株式273,745株(0.91％)を所有しておりますが、上記大株主から除外しております。

２　ダントー共和会は、当社グループ取引先が会員である持株会であります。

３　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口６）

及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口３）の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式

数であります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 273,000

― ―
(相互保有株式)
普通株式 74,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,116,000
　

29,116 ―

単元未満株式 普通株式 537,000
　

― ―

発行済株式総数 30,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 29,116 ―

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
ダントーホールディングス
株式会社

兵庫県南あわじ市北阿万
伊賀野1290番地

273,000 ― 273,000 0.91

(相互保有株式)
群馬タイル販売株式会社

群馬県高崎市倉賀野町2460
番地１

― 74,00074,000 0.25

計 ― 273,00074,000347,000 1.16

(注)　「所有株式数」のうち、「他人名義」で所有している株式数は、ダントー共和会(大阪市北区梅田三丁目３番10号)

名義で所有している相互保有会社の持分に相当する株式であります。

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 6,201 594,904

当期間における取得自己株式 1,900 163,000

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 273,745 ― 275,645 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及

び買増による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、常日頃多大のご支援を頂いております株主様に対する利益配当につきましては、何よりも重要な

経営最重要課題であると考えております。この方針のもとに、配当金については安定配当を第一義と考えて

おりますが、収益の状況により企業体質の強化と配当性向などを勘案して実施することとしております。

当社の配当回数につきましては、年１回（期末配当）を基本方針としており、決定機関につきましては株

主総会であります。

なお、当社は「毎年６月30日を基準日として、取締役会の決議をもって、株主または登録株式質権者に対

し、中間配当金として剰余金の配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

この基本方針に基づき、当期の配当につきましては、当期の厳しい業績等を勘案し、誠に遺憾ながら見送

りとさせていただきました。また、次期の配当予想につきましても、長引く不況を鑑み見送りとさせていた

だく予定であります。グループを挙げて早期の業績回復に取り組み、一刻も早く株主の皆様に復配できるよ

う全力を尽くして参ります。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第180期 第181期 第182期 第183期 第184期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

最高(円) 460 230 167 130 155

最低(円) 206 75 64 70 57

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 106 98 93 80 89 98

最低(円) 93 78 74 72 67 73

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 　 加　藤　友　彦 昭和33年９月８日生

昭和57年３月 淡路交通㈱入社

(注)２ 2,300

平成２年６月 淡路交通㈱取締役就任

平成４年３月 当社取締役就任

平成17年３月 当社代表取締役社長就任

平成17年６月

 

淡路交通㈱

代表取締役社長就任(現)

平成17年12月

 

ダントーキャピタル㈱

代表取締役社長就任

平成21年７月

 

ステラブルー㈱

代表取締役社長就任(現)

平成23年３月 当社取締役会長就任(現)

代表取締役
社長

　 原　口　博　光 昭和53年４月２日生

平成15年４月 経済産業省入省

(注)２ 10

平成18年３月

 

シナジーマーケティング㈱

監査役就任

平成20年10月 当社入社

平成22年３月 当社取締役社長室長就任

平成23年３月

 

ダントーキャピタル㈱

代表取締役社長就任(現)

平成23年３月 当社代表取締役社長就任(現)

取締役 総務部長 吉　澤　伸　幸 昭和28年９月６日生

昭和55年４月 ㈱ナムコ入社

(注)２ ―

平成７年４月 ㈱ナムコ営業四部部長

平成13年４月 ㈱ナムコ営業政策室室長

平成18年４月

 

 

㈱バンダイナムコゲームスに

転籍

コーポレート本部本部長付補佐

平成20年４月

 

㈱バンダイナムコゲームス

社長室参事

平成22年11月 ダントー㈱入社

平成23年３月

 

ダントー㈱

取締役総務部長就任（現）

平成24年３月 当社取締役総務部長就任（現）

取締役 　 小　原　　　淳 昭和26年12月23日生

平成２年11月

 

㈱コンフォートメディア

代表取締役社長就任(現)

(注)２ ―
平成10年３月 当社監査役就任

平成14年５月

 

小原木材㈱

代表取締役社長就任(現)

平成18年３月 当社取締役就任(現)

取締役 　 濱　崎　佳芽雄 昭和19年４月14日生

昭和47年４月 ケイアイ㈱入社

(注)２ 50
平成８年６月

 

ケイアイ㈱

代表取締役社長就任(現)

平成21年３月 当社取締役就任(現)

取締役 　 加　藤　雅　彦 昭和43年１月22日生

平成３年４月 大和証券㈱入社

(注)２ 62

平成５年10月 淡路交通㈱入社

平成16年９月 当社入社

平成17年12月

 

ダントープロダクツ㈱

取締役就任

　
ダントーキャピタル㈱

取締役就任

平成18年７月 ダントー㈱取締役就任

平成21年７月 ステラブルー㈱取締役就任(現)

平成23年４月 当社社長室マネージャー

平成24年３月 当社取締役就任(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 　 市　川　惠　康 昭和15年７月13日生

昭和34年３月 当社入社

(注)３ 32

昭和54年２月 淡路福良工場長

平成元年３月 当社取締役総務部長就任

平成９年４月 社長室長

平成13年４月 当社常務取締役就任

平成18年３月 当社監査役就任(現)

監査役 　 田　中　貴　俊 昭和23年９月30日生

昭和52年10月 全但バス㈱入社

(注)４ ―

昭和57年６月

 

全但バス㈱

代表取締役社長就任

昭和62年６月 日和山観光㈱監査役就任(現)

平成16年３月 当社監査役就任(現)

平成21年６月

 

全但バス㈱

取締役会長就任(現)

監査役 　 藤　原　昭　次 昭和25年11月27日生

昭和49年３月 近畿日本鉄道㈱入社

(注)４ ―

昭和49年６月 ㈱都ホテル出向

平成13年11月 金沢都ホテル総支配人

平成17年６月

 

 

㈱近畿ホテルシステムズ

取締役就任

都ホテル大阪総支配人

平成20年６月 新都ホテル総支配人

平成24年３月 当社監査役就任(現)

計 2,454

(注) １　監査役 田中貴俊及び監査役 藤原昭次は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

２　平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

３　平成21年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年12月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

４　平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年12月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、明治初頭以来126年の永きに亘り真摯にタイルづくり一筋に励んで参りました。この

輝かしい伝統を背景に

１　ものづくり理念

　・人と地球環境に優しい製品づくり

　・お客さまの立場に立ち、企業として自信のもてる、語れる製品づくり

２　お役立ち理念

　・タイルのある快適な暮らしをご提案します

　・タイルに関するトータルサービスをご提供し、お客様に安心をお届けします

をグループ共有の企業理念として、長年培ってきた独自の技術を活かし、省エネルギーやリサイクルによ

る資源の有効利用と環境保全に心がけ、豊かな生活空間を創造しながら、いつまでも社会に貢献し、お客

さまに満足をお届けする企業を目指して積極的に取り組んでおります。

また、内部統制システムの構築は当社グループの永続的な発展には不可欠であり、業務の有効性と効率

性、財務報告の信頼性を確保し、関連法規を遵守して参ります。併せて、事業に影響を与える可能性のある

潜在的な事象を識別することにより、徹底したリスク管理を行い、企業価値の維持・向上、事業目標の達

成を実現して参ります。

　

①　企業統治の体制

イ　企業統治の概要及びその体制を採用する理由

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会を重要戦略意思決定及び業務監督機関と位置づけ、

常時、監査役の出席のもと活発な議論を行い、経営方針及び業務執行方針の決定と、業務執行実施結

果の承認を行っております。

平成18年７月１日会社分割後、グループ各社への権限委譲を推し進め、責任の所在の明確化を図る

一方、グループ全体の意思統一を図るために、定期的にグループ戦略会議を開催しております。

さらに、当社の監督機能を強化するために、常勤監査役は、グループ各社の重要会議に出席し、会社

の状況及び業務執行状況について監査を実施しているほか、経営者に対し助言や提言をしておりま

す。

監査役会は２ヶ月に一回の定例会議を主体に、必要な際は、臨時監査役会を開催し監査の充実を

図っております。

企業統治の体制を採用する理由といたしましては、当社の規模を勘案し、社外のチェックという観

点から、社外監査役による監査を実施しているため、経営の監視機能の面では十分に機能する体制が

整っていると考えております。
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ロ　内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、「内部統制システム構築の基本方針」に基づき運用

しております。

取締役を中心としたメンバーで内部統制委員会を定期的に開催し、内部統制に関わる重要事項の

議論、決定を図っております。この委員会では常勤監査役も出席する事で、取締役の職務の執行につ

いて監視できる体制となっております。

社長直轄の内部監査室(２名)は、当社及びグループ会社を対象に業務遂行状況、コンプライアンス

状況、リスク管理等について、定期的に内部監査を実施しております。コンプライアンス体制及びリ

スク管理体制については、総務部を統括部門とし、内部監査室との連携を深め、グループ内の体制強

化を整えております。

また、企業経営及び日常業務に関して、適宜顧問弁護士及び会計監査人等に相談及び指導を受け、

リスク管理、法令遵守に努めております。

　

コーポレート・ガバナンス体制
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②　内部監査及び監査役監査

社長直轄の内部監査室の人員は２名であり、監査役及び会計監査人と連携し内部統制に必要な内部

監査を実施しております。

内部監査は、当社及びグループ会社を対象に監査を実施しており、監査役と協議し業務改善を図って

おります。

監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、常勤監査役は、当社において経理課長、

総務部長としての経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

監査役監査は、取締役の職務の執行全般について監視し、取締役会をはじめとした重要な会議に出席

して業務の報告を受け、すべての決裁書類等を閲覧し監査の充実を図っております。

また、監査役は、会計監査人と監査計画及び業務報告等について定期的に打合せを行い、必要に応じ

て情報交換を実施しております。

　

③　社外取締役及び社外監査役

当社は、社外取締役を選任しておりませんが、監査役３名のうち２名が社外監査役であり、監査役会

が定めた監査方針、職務の分担等に従い、取締役会その他重要な会議に出席し、企業経営における豊富

な経験と高い見識の観点から必要な発言を行っております。また、社外監査役として独立性及び中立性

を保持し、取締役の職務の執行について監視できる体制が整っております。

社外監査役田中貴俊は、全但バス株式会社の取締役会長及び日和山観光株式会社の監査役を兼務し

ておりますが、当社と全但バス株式会社及び日和山観光株式会社との間には、特別な関係はありませ

ん。また、田中貴俊と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役藤原昭次は、当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

　

④　役員報酬等の内容

イ　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)

支給人数(名)
基本報酬 役員退職慰労金

取締役 30 30 ― 5

監査役
(社外監査役を除く。)

2 2 ― 1

社外役員 3 3 ― 2

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

総額(百万円)
対象となる
役員の員数(名)

内容

2 1 使用人として従事した職務に対する給与
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ニ　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針

当社の役員の報酬については、株主総会において取締役報酬限度額は年間54百万円、監査役報酬限

度額は年間12百万円と決議されております。

各取締役及び監査役の報酬額は、取締役については取締役会の決議により決定し、監査役について

は監査役の協議により決定しております。

　

⑤　株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最

大保有会社）であるダントーキャピタル株式会社については以下のとおりです。

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

特定投資株式

（前事業年度）

該当事項はありません。

　

（当事業年度）

該当事項はありません。

　

みなし保有株式

（前事業年度）

該当事項はありません。

　

（当事業年度）

該当事項はありません。

　

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　

　

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― 23 ― ― △43

　

⑥　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は在本　茂氏、矢本博三氏であり、清友監査法人に所属し、

継続監査年数は５年であります。

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、会計士補等１名であります。

　

EDINET提出書類

ダントーホールディングス株式会社(E01141)

有価証券報告書

30/97



　

⑦　責任限定契約

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人との間に、任務を怠ったことによる損害賠

償責任を法令の定める額に限定する契約を締結しております。

　

⑧　取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨を定款で定めております。

　

⑨　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議については、累積投票によ

らないものとする旨を定款に定めております。

　

⑩　取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ　中間配当

当社は、中間配当について、株主への機動的な利益還元を可能とするため、毎年６月30日を基準日

として、取締役会の決議をもって、株主または登録株式質権者に対し、中間配当金として剰余金の配

当を行うことができる旨を定款に定めております。

ロ　自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議をもって市

場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

　

⑪　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行に当たり期待される役割を充分に発揮できるようにするた

め、会社法第426条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役 (取締役であった者を含

む。) 及び監査役 (監査役であった者を含む。) の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決

議をもって免除することができる旨を定款に定めております。

　

⑫　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 32 － 28 －

連結子会社 － － － －

計 32 － 28 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を特に定めておりませんが、監査日数、要員数

及び監査内容等の妥当性を勘案し、監査役会の同意を得て決定しております。

　

EDINET提出書類

ダントーホールディングス株式会社(E01141)

有価証券報告書

32/97



第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成

22年12月31日まで)及び当連結会計年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)の連結財務諸表並

びに前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)及び当事業年度(平成23年１月１日から平

成23年12月31日まで)の財務諸表について、清友監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,015 5,682

受取手形及び売掛金 ＊３
 1,453

＊３
 1,458

商品及び製品 1,055 684

仕掛品 73 ＊６
 75

原材料及び貯蔵品 149 57

未収入金 22 26

その他 14 92

貸倒引当金 △12 △12

流動資産合計 9,771 8,064

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ＊1, ＊5
 5,149

＊1, ＊5
 4,865

減価償却累計額 △3,781 △3,588

建物及び構築物（純額） 1,367 1,277

機械装置及び運搬具 ＊５
 4,089

＊５
 3,727

減価償却累計額 △3,713 △3,532

機械装置及び運搬具（純額） 376 194

工具、器具及び備品 ＊５
 755

＊５
 642

減価償却累計額 △678 △599

工具、器具及び備品（純額） 76 43

土地 ＊1, ＊5
 296

＊1, ＊5
 296

建設仮勘定 0 －

有形固定資産合計 2,117 1,811

無形固定資産

ソフトウエア 58 37

その他 14 14

無形固定資産合計 73 51

投資その他の資産

投資有価証券 ＊２
 4,733

＊２
 4,307

金融取引証拠金 300 300

その他 301 237

貸倒引当金 △42 △60

投資その他の資産合計 5,292 4,784

固定資産合計 7,483 6,648

資産合計 17,255 14,712
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ＊３
 831

＊３
 812

短期借入金 1,500 750

未払金 350 314

未払法人税等 72 67

工事損失引当金 － ＊６
 10

災害損失引当金 － 449

その他 184 231

流動負債合計 2,939 2,635

固定負債

繰延税金負債 185 67

退職給付引当金 428 311

長期預り保証金 1,291 1,168

負ののれん 27 16

資産除去債務 － 17

固定負債合計 1,933 1,582

負債合計 4,873 4,217

純資産の部

株主資本

資本金 1,635 1,635

資本剰余金 1 1

利益剰余金 10,344 8,743

自己株式 △100 △101

株主資本合計 11,880 10,278

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 192 △92

その他の包括利益累計額合計 192 △92

少数株主持分 308 309

純資産合計 12,382 10,495

負債純資産合計 17,255 14,712
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 6,477 6,425

売上原価 ＊１
 5,262

＊1, ＊2
 4,739

売上総利益 1,215 1,686

販売費及び一般管理費 ＊3, ＊4
 2,405

＊3, ＊4
 2,029

営業損失（△） △1,190 △343

営業外収益

受取利息 73 42

デリバティブ利益 4 57

負ののれん償却額 15 10

貸倒引当金戻入額 0 0

持分法による投資利益 － 36

その他 43 54

営業外収益合計 136 202

営業外費用

支払利息 20 16

売上割引 5 5

為替差損 369 190

固定資産除却損等 4 0

貸倒引当金繰入額 0 0

持分法による投資損失 22 －

投資顧問手数料 8 3

その他 35 66

営業外費用合計 465 283

経常損失（△） △1,519 △424

特別利益

固定資産（土地）売却益 5 －

関係会社株式売却益 138 －

訴訟和解金等 500 －

退職給付引当金戻入額 － 67

特別利益合計 643 67

特別損失

投資有価証券評価損 40 43

固定資産除却損 ＊５
 60 2

たな卸資産評価損 56 －

減損損失 ＊６
 84 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 66

災害損失引当金繰入額 － ＊７
 449

災害による損失 － ＊８
 662

その他 13 1

特別損失合計 255 1,225

EDINET提出書類

ダントーホールディングス株式会社(E01141)

有価証券報告書

36/97



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

税金等調整前当期純損失（△） △1,131 △1,583

法人税、住民税及び事業税 23 15

法人税等調整額 △0 △0

法人税等合計 22 14

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △1,597

少数株主利益 2 3

当期純損失（△） △1,157 △1,601
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △1,597

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △285

その他の包括利益合計 － ＊２
 △285

包括利益 － ＊１
 △1,883

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △1,886

少数株主に係る包括利益 － 3
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,635 1,635

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,635 1,635

資本剰余金

前期末残高 1 1

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1 1

利益剰余金

前期末残高 11,501 10,344

当期変動額

当期純損失（△） △1,157 △1,601

当期変動額合計 △1,157 △1,601

当期末残高 10,344 8,743

自己株式

前期末残高 △99 △100

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △100 △101

株主資本合計

前期末残高 13,039 11,880

当期変動額

当期純損失（△） △1,157 △1,601

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1,158 △1,602

当期末残高 11,880 10,278
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 149 192

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

43 △285

当期変動額合計 43 △285

当期末残高 192 △92

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 149 192

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

43 △285

当期変動額合計 43 △285

当期末残高 192 △92

少数株主持分

前期末残高 331 308

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22 0

当期変動額合計 △22 0

当期末残高 308 309

純資産合計

前期末残高 13,520 12,382

当期変動額

当期純損失（△） △1,157 △1,601

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 20 △284

当期変動額合計 △1,137 △1,886

当期末残高 12,382 10,495
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,131 △1,583

減価償却費 313 250

減損損失 84 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 66

固定資産売却益 △7 △1

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 54 99

投資有価証券売却益 △0 △0

投資有価証券売却損 5 8

投資有価証券評価損 40 43

関係会社株式売却益 △138 －

負ののれん償却額 △15 △10

訴訟和解金等 △500 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 18

退職給付引当金の増減額（△は減少） △60 △117

工事損失引当金の増減額（△は減少） 6 10

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 449

受取利息及び受取配当金 △73 △43

支払利息 20 16

投資事業有限責任組合出資持分損益（△は益） △4 △7

為替差損益（△は益） 369 190

デリバティブ損益（△は益） △4 △57

投資顧問手数料 8 3

売上債権の増減額（△は増加） 114 △4

たな卸資産の増減額（△は増加） 339 460

仕入債務の増減額（△は減少） 228 △19

未払消費税等の増減額（△は減少） △3 3

預り保証金の増減額（△は減少） △113 △122

その他 146 △82

小計 △318 △429

利息及び配当金の受取額 74 43

利息の支払額 △20 △16

訴訟和解金等の受取額 500 －

法人税等の支払額 △23 △22

営業活動によるキャッシュ・フロー 213 △425
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2 △8

定期預金の払戻による収入 2 2

有形固定資産の取得による支出 △49 △21

有形固定資産の売却による収入 9 2

無形固定資産の取得による支出 △29 △8

投資有価証券の取得による支出 △38 △0

投資有価証券の売却による収入 4 10

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入 ＊２

 38 －

持分法適用の範囲の変更を伴う匿名組合への出
資による支出

△1,000 －

金融取引証拠金の増加による支出 △4 △100

金融取引証拠金の減少による収入 － 100

短期貸付けによる支出 △12 △2

短期貸付金の回収による収入 162 2

デリバティブ取引による支出 △1 △8

デリバティブ取引による収入 5 65

投資顧問手数料の支払による支出 △8 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △923 30

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △1,000 △750

配当金の支払額 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △3 △2

その他 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,004 △753

現金及び現金同等物に係る換算差額 △370 △190

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,084 △1,338

現金及び現金同等物の期首残高 9,098 7,013

現金及び現金同等物の期末残高 7,013 5,674
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　連結の範囲に関する事

項

連結子会社の数　　６社

　下記の全子会社を連結しております。

　ダントー㈱

　ダントープロダクツ㈱

　ダントーキャピタル㈱

　東日本ダントー㈱

　東海ダントー㈱

　西日本ダントー㈱

　なお、前連結会計年度において連結子

会社でありました㈱カワオカタイルは

平成22年10月31日に全株式を売却した

ことにより、連結の範囲から除外してお

ります。

連結子会社の数　　６社

　下記の全子会社を連結しております。

　ダントー㈱

　ダントープロダクツ㈱

　ダントーキャピタル㈱

　東日本ダントー㈱

　東海ダントー㈱

　西日本ダントー㈱　

　

２　持分法の適用に関する

事項

持分法適用の関連会社数　　２社

　群馬タイル販売㈱

　Fujiyama１号匿名組合

　当連結会計年度よりFujiyama１号匿名

組合に出資したことにより、新たに持分

法の適用会社の範囲に含めております。

持分法適用の関連会社数　　２社

　群馬タイル販売㈱

　Fujiyama１号匿名組合

　

３　連結子会社の事業年度

等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は連結決

算日と一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する

事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　　売買目的有価証券

　　　…時価法(売却原価は総平均法によ

り算定しております)

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　…決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算

定しております)

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　　売買目的有価証券

同左

 
　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

同左

　 　　　　時価のないもの

　　　　…総平均法による原価法

　　　　　なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(金

融商品取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるも

の)については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基

礎とし、連結貸借対照表につい

ては持分相当額を純額で、連結

損益計算書については損益項

目の持分相当額を計上する方

法によっております。

　　　　時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　 　②　デリバティブ

　　　…時価法

　②　デリバティブ

同左

　 　③　たな卸資産

　　　…主として総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法

により算定しております)

　③　たな卸資産

同左

 

　 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産(リース資産を除く)

　　　定率法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除

く)は定額法)を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　　建物及び構築物　 　 15～50年

　　　機械装置及び運搬具　４～９年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産(リース資産を除く)

同左

　 　②　無形固定資産(リース資産を除く)

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。

　②　無形固定資産(リース資産を除く)

同左

　 　③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。

　③　リース資産

同左

　 (ハ)重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

同左

　 　②　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上してお

ります。

　　　数理計算上の差異は、その発生連結

会計年度において処理することと

しております。

　②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

簡便法（期末自己都合要支給額）

により当連結会計年度末における

見込額を計上しております。

　  
―――

　③　工事損失引当金

当連結会計年度末の未引渡工事

のうち、損失の発生が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積もる

ことが可能な工事について、損失見

積額を引当計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　  
―――

　④　災害損失引当金
東日本大震災により被災した資
産の復旧等に要する費用または損
失に備えるため、当連結会計年度末
における見積額を計上しておりま
す。

　 (ニ)重要な収益及び費用計上基準
①　完成工事高及び完成工事原価の計
上基準

　　　完成工事高の計上は、当連結会計年
度末までの進捗部分について成果
の確実性が認められる工事につい
ては工事進行基準（工事の進捗率
の見積りは原価比例法）を、その他
の工事については工事完成基準を
適用しております。

(ニ)重要な収益及び費用計上基準
①　完成工事高及び完成工事原価の計
上基準

同左

　  
―――

(ホ)のれん及び負ののれんの償却に関
する事項

　のれんの償却については、５年間の均
等償却を行っております。なお、平成22
年３月31日以前に発生した負ののれん
については、５年間の均等償却を行って
おります。
　ただし、発生した金額が僅少な場合に
は当該連結会計年度の損益として処理
することとしております。

　  
―――

(ヘ)連結キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなっております。

　 (ホ)その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

　①　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

(ト)その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

　①　消費税等の会計処理
同左

　 　②　連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用しております。

　②　連結納税制度の適用
同左

 
５　連結子会社の資産及び

負債の評価に関する
事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法を採用しており
ます。

―――

６　のれん及び負ののれん
の償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について
は、５年間で均等償却することとしてお
ります。ただし、発生した金額が僅少な
場合には当該連結会計年度の損益とし
て処理することとしております。

―――

７　連結キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなっております。

―――
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

　請負工事に係る収益の計上基準につきましては、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度

より「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15

号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日)を適用し、当連結会計年度末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、

その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

 
―――

 
 
 

（退職給付に係る会計基準の一部改正）

　当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７

月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 
―――

 
 
 

 
―――

（「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連

会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）

　当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」(企

業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分)及び「持

分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

(実務対応報告第24号　平成20年３月10日)を適用し、連

結決算上必要な修正を行っております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 
 

―――

（「資産除去債務に関する会計基準」等の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しており

ます。

　これにより、営業損失及び経常損失は０百万円増加し

ており、税金等調整前当期純損失は６千６百万円増加し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は１千７百万円であります。

 
 

―――

（退職給付引当金の計算方法の変更）

　当社及び連結子会社(ダントー㈱及びダントープロダ

クツ㈱)は、退職給付債務の計算方法について、従来、原

則法を採用しておりましたが、当連結会計年度より簡便

法(期末自己都合要支給額)を採用することに変更いた

しました。

　現在の従業員規模では原則法によると合理的に数理計

算上の見積りを行うことが困難となったためでありま

す。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当連結会計

年度の営業損失、経常損失は６百万円減少し、税金等調

整前当期純損失は６千３百万円減少しております。
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日

至　平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成23年１月１日

至　平成23年12月31日)

 
―――

 

（連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第

22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令

第５号)の適用により、当連結会計年度では、「少数株主

損益調整前当期純損失(△)」の科目を表示しておりま

す。

　

【追加情報】

　
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日

至　平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成23年１月１日

至　平成23年12月31日)

 
―――

 

（包括利益の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準(企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 14百万円

土地 20百万円

計 35百万円

　　　担保付債務はありません。

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 13百万円

土地 20百万円

計 34百万円

　　　担保付債務はありません。

　 　
※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 66百万円

投資有価証券
(投資事業組合出資持分)

981百万円

計 1,048百万円

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 62百万円

投資有価証券
(投資事業組合出資持分)

1,020百万円

計 1,083百万円

　 　
※３　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度末日は金融機関の休業日でありまし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。その金額は次のとおりであります。

受取手形 50百万円

支払手形 8百万円

※３　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度末日は金融機関の休業日でありまし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。その金額は次のとおりであります。

受取手形 58百万円

支払手形 7百万円

　 　
　４　当社及び連結子会社(ダントー㈱及びダントープロ

ダクツ㈱)においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

300百万円

借入実行残高 ─百万円

差引額 300百万円

　４　当社及び連結子会社(ダントー㈱及びダントープロ

ダクツ㈱)においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

300百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 300百万円

　 　
※５　遊休固定資産は、次のとおりであります。

建物及び構築物 243百万円

機械装置及び運搬具 6百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 13百万円

計 263百万円

※５　遊休固定資産は、次のとおりであります。

建物及び構築物 662百万円

機械装置及び運搬具 7百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 47百万円

計 717百万円

　 　

 
―――

※６　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額

　 10百万円
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

 

　 30百万円

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、前連結会計年度と当連結会計年度との

洗替差額である次のたな卸資産評価損が売上原価に

影響しております。

　 △23百万円

　 　
 

―――

※２　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　 10百万円

　 　
※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

発送費 309百万円

広告宣伝費 129百万円

給料・手当 764百万円

貸倒引当金繰入額 5百万円

退職給付引当金繰入額 17百万円

賃借料 190百万円

減価償却費 122百万円

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

発送費 309百万円

広告宣伝費 68百万円

給料・手当 659百万円

貸倒引当金繰入額 23百万円

退職給付引当金繰入額 21百万円

賃借料 111百万円

減価償却費 88百万円

　 　
※４　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

　 59百万円

※４　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

　 51百万円

　 　
※５　固定資産除却損の内容

建物及び構築物 51百万円

工具、器具及び備品 8百万円

計 60百万円

 
―――

　 　
※６　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上致しました。

場　所 用　途 種　類

㈱カワオカタイル
（大阪市平野区）

工事・販売設備
建物、工具器具
及び備品等

　　　当社グループは、各事業会社ごとに資産をグルーピン

グしております。

　　　予想しえない市況の変化に伴うタイル工事事業の急

激な工事受注の減少により、同事業を担う連結子会

社 株式会社カワオカタイルに係る資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失(84百万円)として特別損失に計上いたしま

した。その内訳は、建物79百万円、工具器具及び備品

３百万円及びその他２百万円であります。

　　　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、当資産グループの正味売却可

能価額を０円と評価しております。

 
―――

 
 
 
 

　 　
 

―――

※７　災害損失引当金繰入額の主な内訳は次のとおりで

あります。

固定資産除却損等 435百万円
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前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

 
―――

※８　災害による損失の主な内訳は次のとおりでありま

す。

たな卸資産評価損 199百万円

たな卸資産除却損 210百万円

固定資産除却損等 108百万円

減価償却費 47百万円

割増退職金 35百万円

その他 61百万円

　

　
(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △1,114百万円

少数株主に係る包括利益 2百万円

計 △1,111百万円

　
※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 43百万円

計 43百万円

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ　前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 30,000,000 ─ ─ 30,000,000

　
２　自己株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 272,413 15,270 ─ 287,683

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　13,257株

持分法適用会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分　2,013株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 30,000,000 ─ ─ 30,000,000

　
２　自己株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 287,683 8,137 ─ 295,820

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　6,201株

持分法適用会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分　1,936株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　該当事項はありません。

　
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,015百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2百万円

現金及び現金同等物 7,013百万円

 
※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式会社カワオカタイル

流動資産 182百万円

固定資産 17百万円

　資産合計 199百万円

流動負債 277百万円

固定負債 12百万円

　負債合計 290百万円

　子会社株式の売却価額 50百万円

子会社の現金及び現金同等物 △11百万円

　差引：子会社売却による収入 38百万円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,682百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △8百万円

現金及び現金同等物 5,674百万円

 
 

―――

　

(リース取引関係)

　　　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

　

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、陶磁器等の製造・販売・工事事業を行うための資金調達については、自己資金で賄っ

ております。また、資金運用については、主としてダントーキャピタル株式会社において流動性及び安全

性を重視して行っております。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主として運用目的であり市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど６ヶ月以内の支払期日であります。

短期借入金は、運用目的の借入であり、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、有価証券等のリスクヘッジに利用するだけでなく、トレーディングによる収益獲

得を目的として利用しており、為替及び金利等の変動リスクに晒されております。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、保証金管理規程に基づき取引状況に応

じて保証金を預り営業債権の保全を行っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価を把握し、デリバティブ取引については、主としてダントー

キャピタル株式会社において、投資顧問契約を締結している投資顧問会社からの専門的な助言に基づ

き計画し、投資運用管理規程に基づき、当社の経理部門が確認後実施しております。取引実施後は、市場

環境及び時価の状況について、リスク額をモニターし、経営者に報告することにより、適切なリスク管

理に努めております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社及び連結子会社は、月次に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注

２）参照）。
(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時　価 差　額

(1) 現金及び預金 7,015 7,015 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,453 1,453 ―

(3) 未収入金 22 22 ―

(4) 投資有価証券 3,600 3,600 ―

資　産　計 12,092 12,092 ―

(1) 支払手形及び買掛金 831 831 ―

(2) 短期借入金 1,500 1,500 ―

(3) 未払金 350 350 ―

(4) 未払法人税等 72 72 ―

負　債　計 2,755 2,755 ―

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金及び(3) 未収入金

これらの時価は、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　
(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他については取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。

　
負  債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金及び(4) 未払法人税等

これらの時価は、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円)

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 135

投資事業有限責任組合出資持分 997

金融取引証拠金 300

長期預り保証金 1,291

非上場株式及び投資事業有限責任組合出資持分については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

金融取引証拠金については、返済時期が未定であるため合理的な将来キャッシュ・フローの見積りが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「２．金融商品の時価等に関する事

項」に記載しておりません。

長期預り保証金については、営業取引保証金であり、営業取引の継続中は原則として返済を予定してい

ないため合理的な将来キャッシュ・フローの見積りができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、「２．金融商品の時価等に関する事項」に記載しておりません。

　
(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 7,015 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,453 ― ― ―

未収入金 22 ― ― ―

合計 8,491 ― ― ―

　

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用

しております。
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、陶磁器等の製造・販売・工事事業を行うための資金調達については、自己資金で賄っ

ております。また、資金運用については、主としてダントーキャピタル株式会社において流動性及び安全

性を重視して行っております。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主として運用目的であり市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど６ヶ月以内の支払期日であります。

短期借入金は、運用目的の借入であり、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、有価証券等のリスクヘッジに利用するだけでなく、トレーディングによる収益獲

得を目的として利用しており、為替及び金利等の変動リスクに晒されております。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、保証金管理規程に基づき取引状況に応

じて保証金を預り営業債権の保全を行っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価を把握し、デリバティブ取引については、主としてダントー

キャピタル株式会社において、投資顧問契約を締結している投資顧問会社からの専門的な助言に基づ

き計画し、投資運用管理規程に基づき、当社の経理部門が確認後実施しております。取引実施後は、市場

環境及び時価の状況について、リスク額をモニターし、経営者に報告することにより、適切なリスク管

理に努めております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社及び連結子会社は、月次に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成23年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注

２）参照）。
(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時　価 差　額

(1) 現金及び預金 5,682 5,682 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,458 1,458 ―

(3) 未収入金 26 26 ―

(4) 投資有価証券 3,197 3,197 ―

資　産　計 10,365 10,365 ―

(1) 支払手形及び買掛金 812 812 ―

(2) 短期借入金 750 750 ―

(3) 未払金 314 314 ―

(4) 未払法人税等 67 67 ―

負　債　計 1,944 1,944 ―

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金及び(3) 未収入金

これらの時価は、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　
(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他については取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。

　
負  債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金及び(4) 未払法人税等

これらの時価は、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円)

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 88

投資事業有限責任組合出資持分 1,026

金融取引証拠金 300

長期預り保証金 1,168

非上場株式及び投資事業有限責任組合出資持分については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

金融取引証拠金については、返済時期が未定であるため合理的な将来キャッシュ・フローの見積りが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「２．金融商品の時価等に関する事

項」に記載しておりません。

長期預り保証金については、営業取引保証金であり、営業取引の継続中は原則として返済を予定してい

ないため合理的な将来キャッシュ・フローの見積りができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、「２．金融商品の時価等に関する事項」に記載しておりません。

　
(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,682 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,458 ― ― ―

未収入金 26 ― ― ―

合計 7,167 ― ― ―

　

次へ
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(有価証券関係)

前連結会計年度

有価証券
　

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成22年12月31日)

　

種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
　 　 　

　①　株式 2 2 0

　②　債券 　 　 　

　　　　外国債券 ─ ─ ─

　③　その他 1,936 2,384 448

小計 1,938 2,386 448

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
　 　 　

　①　株式 ─ ─ ─

　②　債券 　 　 　

　　　　外国債券 ─ ─ ─

　③　その他 1,286 1,213 △72

小計 1,286 1,213 △72

合計 3,225 3,600 375

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

4 0 5

　

３　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成22年12月31日)

 　該当事項はありません。
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当連結会計年度

有価証券
　

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成23年12月31日)

　

種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額

(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
　 　 　

　①　株式 ― ― ―

　②　債券 　 　 　

　　　　外国債券 ― ― ―

　③　その他 1,936 2,117 181

小計 1,936 2,117 181

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
　 　 　

　①　株式 2 2 △0

　②　債券 　 　 　

　　　　外国債券 ― ― ―

　③　その他 1,286 1,077 △208

小計 1,289 1,080 △209

合計 3,225 3,197 △27

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

10 0 8

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度

　

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退

職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成22年12月31日)

イ　退職給付債務 428百万円

ロ　年金資産 ─百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) 428百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 ─百万円

ホ　未認識過去勤務債務 ─百万円

へ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 428百万円

ト　前払年金費用 ─百万円

チ　退職給付引当金(へ－ト) 428百万円

　　(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

イ　勤務費用 32百万円

ロ　利息費用 8百万円

ハ　期待運用収益 ─百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △13百万円

ホ　過去勤務債務の費用処理額 ─百万円

へ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 27百万円

　　(注)１　上記退職給付費用以外に、割増退職金10百万円支払っており、特別損失として計上しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 ―

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 ―

ホ　数理計算上の差異の処理年数 発生連結会計年度において処理することとしております。
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当連結会計年度

　

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退

職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成23年12月31日)

イ　退職給付債務 311百万円

ロ　年金資産 ―百万円

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) 311百万円

ニ　未認識数理計算上の差異 ―百万円

ホ　未認識過去勤務債務 ―百万円

へ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 311百万円

ト　前払年金費用 ―百万円

チ　退職給付引当金(へ－ト) 311百万円

　　(注)　退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

イ　勤務費用 29百万円

ロ　利息費用 ―百万円

ハ　期待運用収益 ―百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 ―百万円

ホ　過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

へ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 29百万円

　　(注)１　上記退職給付費用以外に、割増退職金35百万円支払っており、特別損失として計上しております。

２　当社及び連結子会社(ダントー株式会社及びダントープロダクツ株式会社)は、退職給付債務の計算方法

について、従来、原則法を採用しておりましたが、当連結会計年度より簡便法を採用することに変更いた

しました。退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

 
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　退職給付債務の計算方法において、従来の原則法から簡便法を採用したため、退職給付債務等の計算に

関する事項として記載すべき事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

税務上の繰越欠損金 5,360百万円

退職給付引当金 175百万円

投資有価証券評価損 115百万円

たな卸資産評価損 103百万円

その他 35百万円

繰延税金資産小計 5,789百万円

評価性引当額 △5,789百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △182百万円

固定資産圧縮積立金 △3百万円

繰延税金負債合計 △185百万円

繰延税金負債の純額 △185百万円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

税務上の繰越欠損金 5,307百万円

災害損失引当金繰入額 182百万円

退職給付引当金 112百万円

投資有価証券評価損 102百万円

たな卸資産評価損 25百万円

その他 53百万円

繰延税金資産小計 5,782百万円

評価性引当額 △5,782百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △64百万円

固定資産圧縮積立金 △3百万円

繰延税金負債合計 △67百万円

繰延税金負債の純額 △67百万円
 

　(注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。

流動資産－繰延税金資産 ─百万円

固定資産－繰延税金資産 ─百万円

流動負債－繰延税金負債 ─百万円

固定負債－繰延税金負債 △185百万円

　(注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。

流動資産－繰延税金資産 ―百万円

固定資産－繰延税金資産 ―百万円

流動負債－繰延税金負債 ―百万円

固定負債－繰延税金負債 △67百万円

　 　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　税金等調整前当期純損失を計上したため、法定実効税

率と法人税等の負担率との差異の原因は記載しており

ません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

同左

　 　
 

―――

３　連結決算日後の法人税等の税率の変更

　　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し

た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」(平成23年法律第114号）及び「東日本大震災

からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号）

が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度

より法人税率が変更されることとなりました。

　　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時

期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで 40.63％

平成25年１月１日から
平成27年12月31日まで

37.96％

平成28年１月１日以降 35.59％

　　この税率変更により繰延税金負債の純額が９百万円減

少しております。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当連結会計年度末(平成23年12月31日)

当社及び当社グループは、事務所の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除

去債務として認識しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

当社及び一部の子会社では、栃木県宇都宮市その他の地域において、賃貸用不動産（土地を含む。）を

有しております。また、兵庫県南あわじ市において、遊休不動産（土地を含む。）を有しております。平成

22年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は90百万円（賃貸収益は売上高に94百万円、営

業外収益に３百万円、主な賃貸費用は売上原価に６百万円、販売費及び一般管理費に０百万円計上。）で

あります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は次のとおりであり

ます。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価
前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

294 △15 278 2,047

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２  当連結会計年度の増減額のうち、主な減少額は減価償却費（15百万円）であります。

３  時価の算定方法

当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によってお

ります。

　

(追加情報)

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号  平成

20年11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第23号  平成20年11月28日)を適用しております。
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

当社及び一部の子会社では、栃木県宇都宮市その他の地域において、賃貸用不動産（土地を含む。）を

有しております。また、栃木県宇都宮市及び兵庫県南あわじ市において、遊休不動産（土地を含む。）を有

しております。平成23年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は91百万円（賃貸収益は売

上高に94百万円、営業外収益に20百万円、主な賃貸費用は売上原価に６百万円、営業外費用に16百万円計

上。）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は次のとおりであり

ます。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価
前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

278 533 811 3,417

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２  当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は東日本大震災により閉鎖し遊休不動産となったダントープロダ

クツ株式会社の宇都宮工場の建物（435百万円）であります。

なお、当該建物につきましては、災害損失引当金として435百万円を繰入しております。

３  時価の算定方法

当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によってお

ります。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　
建設用陶磁器
等事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ  売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

    売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する売上高 6,365 112 6,477 ― 6,477

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― 132 132 (132) ―

計 6,365 245 6,610 (132) 6,477

    営業費用 7,643 154 7,798 (129) 7,668

    営業利益又は営業損失(△) △1,278 90 △1,187 (2) △1,190

Ⅱ  資産、減価償却費及び
    資本的支出

　 　 　 　 　

    資産 16,196 1,059 17,255 ― 17,255

    減価償却費 254 59 313 ― 313

    減損損失 84 ― 84 ― 84

    資本的支出 70 3 74 ― 74

(注) １  事業区分は、連結会社における製品の種類・性質及び販売市場の類似性等を勘案して区分しております。

２  各区分の主な製品

(1) 建設用陶磁器等事業……内装・外装・床・モザイクタイル・関連製品（タイル施工材料等）

(2) 不動産賃貸事業…………不動産賃貸業

３  会計処理の方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「工事

契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。

これにより建設用陶磁器等事業の損益に与える影響は軽微であり、不動産賃貸事業の損益に与える影響は

ありません。

また当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平

成20年７月31日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。

４  前連結会計年度における建設用陶磁器等事業の売上高は73億６千９百万円、営業費用は87億４千１百万円、営

業損失は13億７千１百万円、不動産賃貸事業の売上高は２億４千２百万円、営業費用は１億５千２百万円、営業

利益は８千９百万円であります。また、建設用陶磁器等事業の資産は182億４百万円、減価償却費は３億１千５百

万円、資本的支出は６千３百万円、不動産賃貸事業の資産は11億１千４百万円、減価償却費は６千３百万円、資本

的支出は１億８千６百万円であります。

　
【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

「セグメント情報の開示基準」に規定された、本国以外の国又は地域に所在する連結子会社がな

いため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　
【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位の内分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは事業単位ごとに、経営戦略を立案・決定しており、事業活動を展開する単位として「建

設用陶磁器等事業」と「不動産賃貸事業」を報告セグメントとしております。

報告セグメントであります「建設用陶磁器等事業」では建設用陶磁器とその関連製品の製造・販売・

施工を行っており、「不動産賃貸事業」は工場用地の一部の有効利用を目的に賃貸しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

調整額
連結財務諸表
計上額建設用陶磁器

等事業
不動産賃貸事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する売上高 6,365 112 6,477 ― 6,477

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― 132 132 △132 ―

計 6,365 245 6,610 △132 6,477

セグメント利益又は損失(△) △1,278 90 △1,187 △2 △1,190

セグメント資産 16,196 1,059 17,255 ― 17,255

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 254 59 313 ― 313

　減損損失 84 ― 84 ― 84

　持分法適用会社への投資額 1,048 ― 1,048 ― 1,048

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

70 3 74 ― 74

(注) １  事業区分は、連結会社における製品の種類・性質及び販売市場の類似性等を勘案して区分しております。

２  各区分の主な製品

(1) 建設用陶磁器等事業……内装・外装・床・モザイクタイル・関連製品（タイル施工材料等）

(2) 不動産賃貸事業…………不動産賃貸業

３  会計処理の方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「工事

契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用しております。

これにより建設用陶磁器等事業の損益に与える影響は軽微であり、不動産賃貸事業の損益に与える影響は

ありません。

また当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平

成20年７月31日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額建設用陶磁器

等事業
不動産賃貸事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,288 136 6,425 ― 6,425

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 102 102 △102 ―

計 6,288 238 6,527 △102 6,425

セグメント利益又は損失(△) △454 111 △342 △0 △343

セグメント資産 14,258 454 14,712 ― 14,712

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 216 33 250 ― 250

　持分法適用会社への投資額 1,083 ― 1,083 ― 1,083

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

23 0 23 ― 23

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△０百万円はセグメント間取引消去であります。

２　会計処理の方法の変更

「連結財務諸表作成の為の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「持分法

に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

また当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」を適用しております。

これにより建設用陶磁器等事業の損益に与える影響は軽微であり、不動産賃貸事業の損益に与える影響はあ

りません。

また当連結会計年度より、「退職給付引当金の計算方法の変更」を行っております。

これにより建設用陶磁器等事業の損益に与える影響は軽微であり、不動産賃貸事業の損益に与える影響はあ

りません。

　

(追加情報)

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

　
【関連情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。
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２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に存在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事
者

との関係
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 松下　豊 ─ ─
取締役
(注)６

 (所有)
 直接 0.93

株式の
売却

㈱カワオカタ
イル株式の売
却
(注)７

50 ─ ─

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

ローマタイル・
ジャパン㈱
(注)４

大阪市
平野区

20
タイルの
輸入販売業

─
製品の
購入等

製品の販売
製品の購入
運賃の支払
資金の貸付
貸付金の回収
利息の受取
(注)１
(注)２

2
98
1
12
12
0
 
 

― ―
 

㈱M's FAMILY

(注)５

大阪市

平野区
5 不動産賃貸業 ─

事務所

の賃借

事務所の賃借

(注)３

24

 
― ―

(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１　製品の購入・販売につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。

２　資金の貸付利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

３　事務所の賃料につきましては、近隣の取引事例を参考に決定しております。

４　当社役員松下　豊及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社であります。 

５　当社役員松下　豊の近親者が議決権の過半数を所有している会社であります。

６　松下　豊は、平成22年10月31日付で当社取締役を辞任により退任いたしました。

７　売却価額につきましては、当該会社の純資産額を基礎とし、双方協議の上、決定しております。

　

２　親会社または重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社または重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり純資産額

１株当たり当期純損失金額

406円34銭

38円94銭
　

１株当たり純資産額

１株当たり当期純損失金額

342円92銭

53円90銭
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

当連結会計年度末
(平成23年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

12,382 10,495

普通株式に係る純資産額(百万円) 12,073 10,186

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１
株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式に係る連結会計年度末の純資産額との
差額の主な内訳(百万円)
少数株主持分

 
 
 
 

308

 
 
 
 

309

普通株式の発行済株式数(千株) 30,000 30,000

普通株式の自己株式数(千株) 287 295

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

29,712 29,704

２　１株当たり当期純損失金額

　
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当期純損失(△)(百万円) △1,157 △1,601

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る当期純損失(△)(百万円) △1,157 △1,601

普通株式の期中平均株式数(千株) 29,721 29,706
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(重要な後発事象)

前連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による人的被害はありませんが、連結子会社ダ

ントー株式会社（東京都中央区）におきましては、営業時間の繰り下げや繰り上げを実施し営業を

行っております。

また、仙台事務所におきましては、余震が続く中、本格的な営業活動の再開は未定であります。

一方、連結子会社ダントープロダクツ株式会社（栃木県宇都宮市）の宇都宮工場は、建屋及び生産設

備に被害が発生したため、生産を停止し点検作業を続けておりましたが、中長期的な電力需給の逼迫が

見込まれる中で、安定的な生産を継続することを断念せざるを得ないとの結論に至り、平成23年３月28

日開催の取締役会において当該工場を閉鎖することを決議いたしました。

なお、今後当社グループの営業活動に及ぼす影響、工場閉鎖に伴う固定資産の処分、従業員に対する

割増退職金及び諸費用につきましては、現在見積り精査検討中であります。

　

当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,500 750 0.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ─ ─ ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

─ ─ ― ─

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

─ ─ ― ―

その他有利子負債
　長期預り保証金(１年超)

1,224 1,101 0.3 ―

合計 2,724 1,851 ― ―

(注) １　「平均利率」については、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　その他有利子負債「長期預り保証金」は営業取引保証金であり、営業取引の継続中は原則として返済を予定し

ていないため、契約上連結決算日後５年間における返済予定額はありません。

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度末にお

ける負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

　

(2) 【その他】

①　当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　

第１四半期
(自　平成23年

１月１日
至　平成23年
３月31日)

第２四半期
(自　平成23年

４月１日
至　平成23年
６月30日)

第３四半期
(自　平成23年

７月１日
至　平成23年
９月30日)

第４四半期
(自　平成23年

10月１日
至　平成23年
12月31日)

売上高 (百万円) 1,700 1,370 1,599 1,754

税金等調整前
四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(百万円) △1,260 △113 △230 21

四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(百万円) △1,265 △112 △237 14

１株当たり
四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △42.58 △3.79 △8.00 0.47

　

②　重要な訴訟事件等

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,119 1,323

未収入金 29 34

その他 0 0

貸倒引当金 △14 △10

流動資産合計 2,133 1,347

固定資産

有形固定資産

建物 ＊２
 4,077

＊２
 4,077

減価償却累計額 △2,989 △3,060

建物（純額） 1,088 1,017

構築物 ＊２
 55

＊２
 74

減価償却累計額 △51 △52

構築物（純額） 3 22

機械及び装置 ＊２
 109

＊２
 110

減価償却累計額 △103 △104

機械及び装置（純額） 5 5

車両運搬具 8 8

減価償却累計額 △7 △7

車両運搬具（純額） 1 1

工具、器具及び備品 ＊２
 199

＊２
 200

減価償却累計額 △153 △174

工具、器具及び備品（純額） 45 25

土地 ＊２
 242

＊２
 242

有形固定資産合計 1,387 1,314

無形固定資産

ソフトウエア 58 36

その他 2 2

無形固定資産合計 61 39

投資その他の資産

投資有価証券 2,384 2,117

関係会社株式 11,092 11,092

差入保証金 32 3

投資その他の資産合計 13,509 13,213

固定資産合計 14,958 14,567

資産合計 17,092 15,915
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 1,500 750

未払金 28 38

未払費用 0 0

未払法人税等 52 52

前受金 20 16

預り金 ＊３
 226

＊３
 226

従業員預り金 1 1

災害損失引当金 － 435

流動負債合計 1,829 1,521

固定負債

繰延税金負債 182 64

退職給付引当金 27 25

長期預り保証金 67 67

資産除去債務 － 17

固定負債合計 276 175

負債合計 2,106 1,697

純資産の部

株主資本

資本金 1,635 1,635

利益剰余金

利益準備金 408 408

その他利益剰余金

別途積立金 13,400 12,700

繰越利益剰余金 △630 △548

利益剰余金合計 13,178 12,560

自己株式 △94 △95

株主資本合計 14,719 14,101

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 266 116

評価・換算差額等合計 266 116

純資産合計 14,985 14,218

負債純資産合計 17,092 15,915
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 ＊３
 413

＊３
 404

売上原価

他勘定受入高 ＊１
 269

＊１
 213

売上総利益 144 190

販売費及び一般管理費 ＊２
 233

＊２
 229

営業損失（△） △89 △38

営業外収益

受取利息 11 6

貸倒引当金戻入額 0 4

雑収入 1 0

営業外収益合計 13 11

営業外費用

支払利息 17 14

為替差損 135 48

デリバティブ損失 1 －

固定資産除却損等 0 －

減価償却費 17 16

営業外費用合計 172 79

経常損失（△） △248 △106

特別利益

固定資産（土地）売却益 5 －

退職給付引当金戻入額 － 3

特別利益合計 5 3

特別損失

関係会社株式売却損 35 －

関係会社株式評価損 354 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 46

災害損失引当金繰入額 － ＊４
 435

災害による損失 － 31

特別損失合計 389 512

税引前当期純損失（△） △632 △615

法人税、住民税及び事業税 1 1

法人税等合計 1 1

当期純損失（△） △634 △617
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,635 1,635

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,635 1,635

資本剰余金

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 408 408

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 408 408

その他利益剰余金

配当積立金

前期末残高 900 －

当期変動額

配当積立金の取崩 △900 －

当期変動額合計 △900 －

当期末残高 － －

別途積立金

前期末残高 14,400 13,400

当期変動額

別途積立金の取崩 △1,000 △700

当期変動額合計 △1,000 △700

当期末残高 13,400 12,700

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,896 △630

当期変動額

配当積立金の取崩 900 －

別途積立金の取崩 1,000 700

当期純損失（△） △634 △617

当期変動額合計 1,265 82

当期末残高 △630 △548
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 13,812 13,178

当期変動額

配当積立金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純損失（△） △634 △617

当期変動額合計 △634 △617

当期末残高 13,178 12,560

自己株式

前期末残高 △93 △94

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △94 △95

株主資本合計

前期末残高 15,354 14,719

当期変動額

当期純損失（△） △634 △617

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △635 △618

当期末残高 14,719 14,101

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 241 266

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

25 △149

当期変動額合計 25 △149

当期末残高 266 116

評価・換算差額等合計

前期末残高 241 266

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

25 △149

当期変動額合計 25 △149

当期末残高 266 116
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

純資産合計

前期末残高 15,596 14,985

当期変動額

当期純損失（△） △634 △617

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25 △149

当期変動額合計 △610 △767

当期末残高 14,985 14,218
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　有価証券の評価基準及

び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　…総平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　①　時価のあるもの

　　　　…期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定し

ております)

(2) その他有価証券

　　①　時価のあるもの

同左

　 　　②　時価のないもの

　　　　…総平均法による原価法

　　②　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価

基準及び評価方法

　デリバティブ

　…時価法

　デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準

及び評価方法

　総平均法による原価法(貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しております)

同左

 

４　固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)

については定額法)を採用しておりま

す。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　　建物　　　　　17～50年

　　機械及び装置　　　12年

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 (3) リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

　　数理計算上の差異は、その発生事業年

度において処理することとしており

ます。

(2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、簡便

法（期末自己都合要支給額）により

当事業年度末における見込額を計上

しております。
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項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　  
―――

(3) 災害損失引当金

　　東日本大震災により被災した資産の

復旧等に要する費用または損失に備

えるため、当事業年度末における見積

額を計上しております。

６　その他財務諸表作成の

ための基本となる重

要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

　 (2) 連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。

(2) 連結納税制度の適用

同左
　
　

【会計方針の変更】

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

（退職給付に係る会計基準の一部改正）

　当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７月

31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 
―――

 

 
―――

（「資産除去債務に関する会計基準」等の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しており

ます。

　これにより、営業損失及び経常損失は０百万円増加し

ており、税引前当期純損失は４千６百万円増加してお

ります。

 
 

―――

（退職給付引当金の計算方法の変更）

　当社は、退職給付債務の計算方法について、従来、原則

法を採用しておりましたが、当事業年度より簡便法(期

末自己都合要支給額)を採用することに変更いたしま

した。

　現在の従業員規模では原則法によると合理的に数理

計算上の見積りを行うことが困難となったためであり

ます。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当事業年

度の営業損失、経常損失は０百万円減少し、税引前当期

純損失は４百万円減少しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成22年12月31日)
当事業年度

(平成23年12月31日)

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。

　　　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 100百万円

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。

　　　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

100百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 100百万円

　 　
※２　遊休固定資産は、次のとおりであります。

建物 237百万円

構築物 3百万円

機械及び装置 5百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 13百万円

計 260百万円

※２　遊休固定資産は、次のとおりであります。

建物 658百万円

構築物 3百万円

機械及び装置 4百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 47百万円

計 713百万円

　 　

※３　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

預り金 226百万円

※３　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

預り金 226百万円
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　他勘定受入高の内容

販売費及び一般管理費 269百万円

※１　他勘定受入高の内容

販売費及び一般管理費 213百万円

　 　
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

役員報酬 33百万円

給料・手当 15百万円

貸倒引当金繰入額 12百万円

退職給付引当金繰入額 0百万円

手数料 58百万円

賃借料 22百万円

租税公課 20百万円

減価償却費 51百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

役員報酬 36百万円

給料・手当 14百万円

退職給付引当金繰入額 0百万円

手数料 81百万円

賃借料 20百万円

租税公課 17百万円

減価償却費 34百万円

販売費に属する費用のおおよその割合 0％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 100％
　

販売費に属する費用のおおよその割合 0％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 100％
　

　 　

※３　関係会社に対する事項

売上高 301百万円

※３　関係会社に対する事項

売上高 267百万円

　 　
 

―――

※４　災害損失引当金繰入額の主な内訳は次のとおりで

あります。

固定資産除却損等 435百万円

　

EDINET提出書類

ダントーホールディングス株式会社(E01141)

有価証券報告書

82/97



　

(株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ　前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

自己株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 254,287 13,257 ― 267,544

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　13,257株

　

Ⅱ　当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

自己株式に関する事項

　

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 267,544 6,201 ― 273,745

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加　6,201株

　

(リース取引関係)

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　
当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　
(有価証券関係)

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式は以下のとおりであり

ます。

区分 貸借対照表計上額（百万円）

　　子会社株式 11,092

計 11,092

（注）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。

　
当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式は以下のとおりであり

ます。

区分 貸借対照表計上額（百万円）

　　子会社株式 11,092

計 11,092

（注）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成22年12月31日)
当事業年度

(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

税務上の繰越欠損金 2,788百万円

退職給付引当金 11百万円

その他 12百万円

繰延税金資産小計 2,811百万円

評価性引当額 △2,811百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △182百万円

繰延税金負債合計 △182百万円

繰延税金負債の純額 △182百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

税務上の繰越欠損金 2,525百万円

災害損失引当金繰入額自己否認 176百万円

資産除去債務会計基準の適用に
伴う影響額

16百万円

その他 17百万円

繰延税金資産小計 2,736百万円

評価性引当額 △2,736百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △64百万円

繰延税金負債合計 △64百万円

繰延税金負債の純額 △64百万円

　 　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　税引前当期純損失を計上したため、法定実効税率と法

人税等の負担率との差異の原因は記載しておりませ

ん。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　同左

　 　
 

―――

３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

　　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し

た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」(平成23年法律第114号）及び「東日本大震災

からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号）

が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度

より法人税率が変更されることとなりました。

　　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時

期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで 40.63％

平成25年１月１日から
平成27年12月31日まで

37.96％

平成28年１月１日以降 35.59％

　　この税率変更により繰延税金負債の純額が９百万円減

少しております。
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(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当事業年度末(平成23年12月31日)

当社は、事務所の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除去債務として認識

しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり純資産額

１株当たり当期純損失金額

504円02銭

21円33銭

１株当たり純資産額

１株当たり当期純損失金額

478円30銭

20円77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前事業年度末

(平成22年12月31日)
当事業年度末

(平成23年12月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

14,985 14,218

普通株式に係る純資産額(百万円) 14,985 14,218

普通株式の発行済株式数(千株) 30,000 30,000

普通株式の自己株式数(千株) 267 273

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

29,732 29,726

２　１株当たり当期純損失金額

　
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当期純損失(△)(百万円) △634 △617

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る当期純損失(△)(百万円) △634 △617

普通株式の期中平均株式数(千株) 29,740 29,727
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(重要な後発事象)

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、連結子会社ダントープロダクツ株式会

社（栃木県宇都宮市）の宇都宮工場に賃貸している当社所有の建物に被害が生じました。

当該工場については、建屋の他生産設備にも被害が発生したため、生産を停止し点検作業を続けてお

りましたが、中長期的な電力需給の逼迫が見込まれる中で、安定的な生産を継続することを断念せざる

を得ないとの結論に至り、平成23年３月28日開催の取締役会において当該工場を閉鎖することを決議

いたしました。

なお、連結子会社ダントープロダクツ株式会社宇都宮工場に賃貸している建物についての損失額に

つきましては、現在見積り精査検討中であります。

　

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

(投資信託受益証券) 　 　

ＡＨＬファンド 299,732 2,117

小計 299,732 2,117

計 299,732 2,117

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 4,077 ― ― 4,077 3,060 71 1,017

構築物 55 19 ― 74 52 0 22

機械及び装置 109 0 ― 110 104 1 5

車両運搬具 8 ― ― 8 7 0 1

工具、器具及び備品 199 1 ― 200 174 21 25

土地 242 ― ― 242 ― ― 242

有形固定資産計 4,693 22 ― 4,715 3,400 95 1,314

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウェア 264 8 ― 272 236 29 36

その他 3 8 8 3 0 0 2

無形固定資産計 267 17 8 275 236 29 39

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

当期増加額

構築物 　 賃貸用設備 19百万円

工具、器具及び備品 　 賃貸用設備 1百万円
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 14 ― ― 4 10

災害損失引当金 ― 435 ― ― 435

(注)　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成23年12月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 157

普通預金 178

外貨普通預金 58

外貨定期預金 926

別段預金 2

計 1,322

合計 1,323

　

②　関係会社株式

　

　 銘柄 金額(百万円)

子会社株式

ダントーキャピタル㈱ 11,092

ダントー㈱ 0

ダントープロダクツ㈱ 0

合計 11,092

　

③　短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 500

㈱三井住友銀行 250

合計 750

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の
買取り・売渡し

　

　　取扱場所
(特別口座)
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告とします。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、産經新聞に掲載します。
公告掲載URL　http://www.danto-holdings.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　取得請求権付株式の取得を請求する権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

事業年度
(第183期)

自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日

　 平成23年３月30日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

(2)内部統制報告書
及びその添付書類

　 　 　 平成23年３月30日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

(3)四半期報告書
及び確認書

第184期
第１四半期

自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日

　 平成23年５月13日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

　 　 第184期
第２四半期

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

　 平成23年８月12日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

　 　 第184期
第３四半期

自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

　 平成23年11月14日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

(4)四半期報告書の
訂正報告書及び確認書

第184期
第１四半期

自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日

　 平成23年12月26日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

　 　 第184期
第２四半期

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

　 平成23年12月26日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

　 　 第184期
第３四半期

自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

　 平成23年12月26日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

(5)臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書
平成23年３月31日近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく臨時報告書
平成23年５月13日近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４の規定に基づく臨時報告書
平成24年２月14日近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(6)有価証券報告書
の訂正報告書
及び確認書

事業年度
(第183期)

自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日

　 平成23年５月13日
近畿財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

(7)臨時報告書の訂正報告書
訂正報告書(上記(5)の平成24年２月14日に提出した臨時報告書の訂正報告書)
平成24年２月24日近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年３月28日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　在　　本　　　　　茂　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　本　　博　　三　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダントーホールディングス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ダントーホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

による被害を受け、平成23年３月28日開催の取締役会において連結子会社ダントープロダクツ株式会社の宇

都宮工場の閉鎖を決議している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ダントーホール

ディングス株式会社の平成22年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部

統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、ダントーホールディングス株式会社が平成22年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は

有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年３月27日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　在　　本　　　　　茂　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　本　　博　　三　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダントーホールディングス株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変

動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ダントーホールディングス株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ダントーホール

ディングス株式会社の平成23年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部

統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、ダントーホールディングス株式会社が平成23年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は

有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年３月28日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　在　　本　　　　　茂　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　本　　博　　三　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダントーホールディングス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第183

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ダントーホールディングス株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は、平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

による被害を受けている。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年３月27日

ダントーホールディングス株式会社

取締役会　御中

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　在　　本　　　　　茂　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　本　　博　　三　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダントーホールディングス株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第184

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ダントーホールディングス株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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